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平成21年3月

平成19年度において、当初計画より４年早く黒字化を達成した「歌志内市
財政健全化計画」について、下記のとおり変更を行うこととする。

◎ 平成19年３月に策定した財政健全化計画（変更計画：平成19年10月）について、平成

19年度実績を反映させ、その後発生した事情等により計画に計上した本年度以降の歳入

・歳出額を変更する。

なお、変更に当たっては別紙に記載した考え方や内容により行った。

◎ 財政健全化計画の歳入・歳出額の変更となる主な内容（平成20年度分）については、

別表のとおりとする。

◎ 新たに発生した財政需要や財政調整基金積立金（200,000千円）を見込んだことなど

により、平成20年度実質収支に変更が生じることとなった。

黒字化により、財政健全化計画の当面の目標は達成することができたため、
今後は財政健全化法による実質公債費比率の抑制を柱とした「第二次計画」
への見直し作業を行い、引き続き持続可能な財政基盤の確立を目指すことと
する。

歌志内市財政健全化計画の変更内容



(別表）

（１）歳入総額 １１６，６２３千円

【主な事項】 (単位：千円）

項 目 増 減 額 内 容

地 方 税 △2,983 固定資産税、たばこ税等の収入見込額の減

地 方 譲 与 税 △2,000 地方譲与税収入見込額の減

地 方 交 付 税 ＋78,862 普通交付税交付額の決定及び特別交付税収入見込額

の増

使用料・手数料 △32,362 改良住宅使用料、衛生手数料などの減

国 ・ 道 支 出 金 ＋15,817 空知産炭地域振興助成金、徴税費委託金などの増、

除雪車両購入先送りによる減など

財 産 収 入 ＋279 改良住宅土地貸付収入の増など

繰 入 金 ＋491 介護（特養）繰入金などの増

地 方 債 ＋4,900 臨時財政対策債の増

そ の 他 ＋53,619 前年度繰越金、ふるさと応援寄附金の増、貸付金元

利収入の減など

（２）歳出総額 １８３，９６６千円

【主な事項】 (単位：千円）

項 目 増 減 額 内 容

人 件 費 △69,833 職員数の減による人件費の減など

扶 助 費 △48,929 生活保護費、重度身障医療費の減など

公 債 費 △9,498 一時借入金利子の減など

物 件 費 ＋24,270 市税システム改修、中学校移転に伴う委託料、備品

購入費用の増など

補 助 費 等 ＋57,856 市立病院負担金、国道返還金の増など

維 持 補 修 費 ＋6,006 施設維持補修費、公営住宅一般修繕の増など

建 設 事 業 費 ＋26,358 中学校移転改修、旧庁舎改修費用の増、除雪車両購

入先送りによる減など

積 立 金 ＋198,898 財政調整基金、ふるさと応援基金の増など

繰 出 金 ＋27,107 後期高齢者制度繰出金、国民健康保険特会繰出金の

増、神威岳特会繰出金、下水道特会繰出金の減など

そ の 他 △28,269 保証融資、市立病院出資金の減など

財政健全化計画の歳入・歳出額の変更となる主な内容（H20分）



財政健全化計画財政収支見通し（平成21年3月変更） （単位：千円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
（歳　　入）

（歳　　出）

歳入歳出差引
(A－B)C

D

（C-D)

財政調整基金積立額 0 0 200,000 50,000 0 0
財政調整基金取崩額 0 0 0 0 30,000 0
財政調整基金現在高 0 0 200,000 250,000 220,000 220,000
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　（２）単独事業等
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補 助 費 等

維 持 補 修 費

建 設 事 業 費

　（１）補助事業

繰 出 金
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歳出合計　B

　（２）特別交付税

使用料・手数料

国 ・ 道 支 出 金

財 産 収 入

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

累積収支額

繰 入 金
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そ の 他

歳入合計　A

人 件 費

翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支額

　　うち臨時財政対策債

積 立 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

　（１）普通交付税



１．推計の前提

・ 健全化判断比率を意識した推計

　実質赤字比率・・・普通会計において赤字を発生させない

　連結実質赤字比率・・・公営企業会計も含めたすべての会計に赤字を発生させない

　実質公債費比率・・・早期健全化基準を下回り、起債発行許可基準以下まで減少させる

　将来負担比率・・・将来負担すべき実質的負債の比率を減少させる

２．推計に用いたデータ・考え方

　　　◎平成２０年度
・ ３月補正見込みをベースとした決算見込み額を推計

　　　◎平成２１年度以降
・ 平成21年度は当初予算ベースでの推計

・ 市税
市民税、たばこ税は、人口減少率を勘案し推計

固定資産税は現時点で想定される事項を勘案しながら個別に推計

・ 交付税

結果、普通交付税は、H21～H23まで年平均△6.51%

特別交付税は、H20見込みと同額で推計

・ 普通建設事業

・ 公債費

・ その他

H21より職員給料削減率を平均１３．３％で推計

特別職人件費（市長４０％、副市長・教育長３０％）削減は継続して推計

議員報酬等（報酬３０％、手当２０％）削減は継続して推計

救護施設指定管理をH22から実施することとして推計

（別紙）変更計画に用いた考え方・内容

退職手当組合追加納付金をH22に見込んで推計したことから収支不足が見込まれ、財政調整基金を取
り崩して対応

　～市立病院については、一般会計からの操出金による不良債務の発生
を抑える

　～基金積立・繰入により各年度の収支均衡を図る

　～公債費負担適正化計画に基づく市債管理

　～市債発行額の抑制、職員数の削減、基金積立金の増加

個別算定経費(公債費については、別途算出して推計）については、今後も交付税が減少基調にあると
見込み、H21地方財政計画を参考にして推計（Ｈ２３の国勢調査影響分も考慮）

公債費負担適正化計画に予定されている事業を見込み、歳入（国庫補助、市債）・歳出（普通建設事
業）それぞれに推計

予定されている臨時財政対策債、普通建設事業に係る償還を見込み推計した。補償金免除繰上償還
（H19～H21)については、H20借換分までを推計

１．推計の前提

２．推計に用いたデータ等
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